
（平成２１年１２月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

山口国民年金 事案 518 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年４月から同年６月までの期間、同年８月、同年９月、47

年４月及び同年 11 月から 48 年３月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から同年６月まで 

          ② 昭和 45年８月及び同年９月 

          ③ 昭和 47年４月 

          ④ 昭和 47年 11月から 48年３月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録を

照会したところ、納付事実が確認できないとの回答を受けた。 

私は、婚姻後の昭和 47 年３月にＡ市から転居したＢ市において、Ａ市

での未納分も含めて国民年金保険料を納付していたと思う。申立期間の 11

か月分について納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は合計で 11か月と比較的短期間である。 

また、申立人がＢ市に転居して間もない昭和 48 年８月までに、特例納付

や過年度納付により未納保険料を納付している期間が複数確認でき、申立人

は未納期間を解消する意識が高かったことがうかがえる上、申立人は、申立

期間を除き、国民年金保険料を完納しており、申立期間についてのみ保険料

を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人の昭和 48 年度の国民年金保険料は現年度納付しているこ

とが確認できるが、同年度中において納付可能であった申立期間③及び④の

保険料額は、48 年度の保険料額よりも低額であり、未納期間の解消に努めて

いた申立人が、申立期間③及び④の保険料を納付しなかったとするのも不自

然である。 



 

   加えて、前記の特例納付や過年度納付については、ⅰ）昭和 43 年１月から

44 年３月までの期間は、社会保険事務所の記録において未納となっていたが、

Ａ市の記録により特例納付されていたことが確認でき、平成 20 年３月に納

付済期間へと記録訂正が行われていること、ⅱ）45 年 10 月から 46 年３月ま

での期間の国民年金保険料は、制度上、時効により納付できないはずである

48 年８月に過年度納付したものと記録されていることなど、社会保険事務所

における収納事務や記録管理に不適切な状況が散見される。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



山口厚生年金 事案 529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資格取

得日に係る記録を昭和 26 年５月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 7,000

円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年５月１日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 23 年３月 21 日にＣ株式会社のＤ事業所に勤務し、26 年５月

１日にＣ株式会社の事業を承継（以下「事業承継時」という。）したＡ株

式会社の社員となり、63年２月 29日まで勤務した。 

しかし、事業承継時から昭和 26 年 10 月１日までの５か月が厚生年金保

険の被保険者期間とされていない。私と一緒にＣ株式会社Ｄ事業所に配属

された同僚を含む同事業所に勤務した者及び他の事業所に配属された同期

入社の者に、事業承継時に係る同被保険者期間の欠落は無いと聞いている。 

私は、申立期間も厚生年金保険料を給与から控除されていたと記憶して

いるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ株式会社から提出された在職証明書から、申立人が

昭和 23 年３月 21 日から 26 年４月 30 日までＣ株式会社Ｄ事業所に勤務し、

同年５月１日から 29 年３月 31 日までＡ株式会社Ｂ支店Ｄ事業所に勤務し、

その後、Ａ株式会社Ｂ支店Ｅ課等を経て 63 年２月 29 日までＡ株式会社に勤

務していたことが確認できる。 

また、申立人と一緒にＣ株式会社に入社し、申立人と同時にＤ事業所に配

属された２人（故人）のほか、同事業所の同僚２人及び申立人と同期入社で

他の事業所に配属された２人に事業承継時の際の厚生年金保険被保険者期間



の欠落は無い上、当該元同僚から「申立人は、事業承継時の前後において職

務内容に変更は無く、事業承継後もＤ事業所に継続して勤務していた。」と

する証言が得られた。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事務

所の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、Ａ株式会社は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用の有無

及び保険料を納付する義務を履行したか否かについて、「確認する資料は保

存期間が過ぎており、これらの確認を行うことができない。」としており、

事業主が保険料の納付義務を履行したか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



 

山口国民年金 事案 519 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年１月から同年 10月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記録を

照会したところ、加入及び納付の事実が確認できないとの回答を受けた。 

昭和 37 年２月の国民年金加入時から、国民年金保険料は集金人に納付

していたが、申立期間当時、国民年金保険料を納付していなかったことか

ら、Ａ市から督促通知が数回来ていた。53 年 10 月にＡ市役所の出納窓口

に出向き、滞納していた申立期間の国民年金保険料を一括納付したが、同

年 11 月に来訪した国民年金保険料の集金人から、申立期間は国民年金を

辞めたこととなっているとの話を聞き驚いたことを覚えている。申立期間

は国民年金保険料を一括納付したので、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の被保険者資格喪失日と申立人の夫が厚生年金保険に加

入した年月日が昭和 53 年１月６日と同一である上、申立人は申立人の夫か

ら、夫の勤務先が社会保険の関係手続の際、申立人に係る国民年金の被保険

者資格喪失の手続も行ったと聞いたとしていることから、申立人は申立期間、

国民年金の任意加入対象者で未加入であったことが推測される。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を昭和 53 年 10 月にＡ市役所

の出納窓口で一括納付したと主張しているが、Ａ市からは、「国民年金保険

料は市役所内に設置されていた金融機関で納付してもらっており、市の出納

窓口で国民年金保険料を収納することはない。」との回答を得ているほか、

申立期間は国民年金の任意加入対象者で未加入であったと推測されることを

踏まえると、制度上、任意加入手続をしたとみられる 53 年 11 月から遡及
そきゅう

し

て加入及び納付することはできず、申立人が一括納付したとしている滞納額



 

は、国民年金保険料とは異なるものであったと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は、「夫が就職した昭和 53 年１月から国民年金保険料の

集金人が来なくなり、同年 11 月から再度集金に来るようになった。同集金

人から同年１月から国民年金を辞めたこととなっていたが、市役所から国民

年金保険料の納付書が届いたので集金に来たと言われた。」と述べており、

集金人の述べたとする内容は社会保険庁の記録と合致しているとともに、同

集金人の発言にも不自然な点はみられない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を一括納付していたことをう

かがわせる証言も得られない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



山口厚生年金 事案 528 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年７月 30日から 44年 11月 29日まで 

私は、Ａ株式会社に在籍したままで給与関係等の待遇も変わらないとい

う条件で、昭和 41 年７月にＡ株式会社Ｂ工場からＣ株式会社に出向した。 

出向期間中の給与は、当初Ａ株式会社及びＣ株式会社の２か所から支給

があった。その後、昭和 43 年４月にはＤ株式会社に出向したが、給与、

賞与及び転勤旅費はＡ株式会社から支給された。 

出向期間中の給与の総支給額は、出向手当や残業手当等でＡ株式会社Ｂ

工場勤務時より大幅に増額となった。 

しかし、申立期間中の社会保険料は出向先のＣ株式会社によって納付さ

れている上、標準報酬月額は増額しておらず、Ｄ株式会社に出向中であっ

た昭和 44 年 11 月 29 日に、厚生年金保険の適用事業所がＡ株式会社Ｅ支

店に変更され、標準報酬月額が倍額以上になっている。 

これらのことから、申立期間中の標準報酬月額を低く処理した違法性が

うかがえ、現在の年金受取額に影響していると思われるのでこれらの経緯

を調査の上、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間の給与は残業等の諸手当で大幅に増額したが、増額

分を含めた標準報酬月額に改定されていないのはおかしい。」と主張してい

るところ、申立人と同様にＣ株式会社に出向し連絡が取れた同僚４人に当時

の勤務状況について照会した結果、全員から「厚生年金保険料の控除につい

ての記憶は無いが出向中は多忙であり、給与の総支給額は残業及び出向手当

等で出向前と比較すると２倍前後に増額した。」との回答を得た。 



しかし、申立人と同様にＣ株式会社に出向した同僚 10 人について、社会

保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録を調査する

と、全員の標準報酬月額が前職場に比べ上昇幅は少なく、申立人と同様に昭

和 44 年 11 月 29 日にＡ株式会社Ｅ支店において厚生年金保険の被保険者資

格を取得した際に標準報酬月額が倍額程度に上昇している。 

また、社会保険庁のオンライン記録により、昭和 44 年 11 月 29 日に複数

の関連会社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失しＡ株式会社Ｅ支店

において資格取得している 42 人の標準報酬月額を調査したところ、６人を

除いて倍額前後の上昇幅が確認でき、申立人が勤務した関連会社からの出向

者のみが他の事業所の同僚と取扱いが異なり、標準報酬月額が低額であると

いう状況は見当たらない。 

さらに、Ｃ株式会社における事務担当者及び同僚は「出向当初給与は出向

した先とＡ株式会社の２か所から支給があり、昭和 44 年 11 月ごろに出向し

た社員は本社待遇となった。その際標準報酬月額についても訂正したのでは

ないか。」と述べているがその事実を確認することができない。 

加えて、申立人が勤務した申立期間中の事業所は厚生年金保険の適用事業

所でなくなっており、申立人が在籍していたＡ株式会社の後継企業であるＦ

株式会社に、申立人に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険

料の控除の状況について照会した結果、「申立て後、申立人と面談を行った

が、当時の状況を確認することはできず、合併の繰り返しにより関連資料も

無いため確認できない。」との回答を得た。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 530 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年６月 1日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 15 年４月に株式会社Ａ（昭和 18 年に合併し「Ｂ株式会社」

となった。）に入社し、経理職を経て 19 年 11 月より研究所勤務となった。 

Ｂ株式会社在職中に受け取った厚生年金保険被保険者証の資格取得年月

日は、昭和 19 年６月１日と記載されているが、ねんきん特別便で確認し

た資格取得年月日は、同年 10 月１日となっている。申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、Ｂ株式会社において昭和 18 年８月１日から健康保険の被保険者

資格を取得し勤務していたことは、申立内容及び社会保険事務所の記録から

確認できる。 

しかし、申立期間について厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の関連資料は無い。 

また、申立期間当時の厚生年金保険法(昭和 19 年２月 16 日法律第 21 号)は

昭和 19 年６月１日に施行されているところ、申立人は同法により新たに被

保険者とされる職員であったと推認できるが、同法附則第１条及び第３条の

規定に基づき同年 10 月１日から保険給付及び保険料の徴収等が行われてい

ることから、申立期間は、同法の保険給付及び費用の徴収等に係る施行準備

期間であり、当該期間は同法附則第５条に基づき厚生年金保険の被保険者期

間にも算入しないこととされている。 

さらに、厚生年金保険法による保険給付及び費用の徴収等については、昭

和 19 年５月 24 日勅令第 362 号により、「昭和 19 年 10 月１日より施行す

る。」と定められており、申立期間において、Ｂ株式会社が当該法令とは異



なる事務処理を行い、申立人の給与から厚生年金保険料を控除していたとは

考え難い。 

このほか、申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 531    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月 21日から 45年３月 10日まで 

 私は、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間の加入記録が確認できないとの回答を受けた。 

昭和 41 年ごろ、Ａ株式会社に勤務していた時、Ｂ株式会社の経理事務に

誘われて同社に転職した。Ｂ株式会社は主に喫茶店、クラブ等を経営して

おり、従業員は、正社員及びアルバイトが各 10 人程度いた。私は女性社員

と二人で経理事務をしていたが、社員の給与計算は自分がしており、月１

回、社会保険事務所に納付する社員の社会保険料を同社経営者の親族に当

たると思われる女性に渡していたが、45 年３月ごろに同社は突然閉店した。

この間、厚生年金保険料を納付していたはずであり、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の記録によると、申立人は昭和 41 年 11 月 21 日にＢ株式会

社の厚生年金保険の資格を喪失しており、これは雇用保険の離職年月日の翌

日であり、記録は一致している。 

また、申立人は、「社員の給与から社会保険料を控除し、経営者の親族と

思われる女性に渡していた。」と述べているが、営業事務を担当していた同

僚は、「私は、会社にいた最後のごろには給与が支払われなくなったので辞

めたと思う。」と供述しており、当該同僚は、Ｂ株式会社に係る厚生年金保

険の被保険者資格を喪失した昭和 41 年 12 月１日の３か月後には、別の会社

の厚生年金保険の被保険者資格を取得していることから、41 年末ごろから経

営が悪化し、給与も支払われていなかったことがうかがわれる。 

さらに、Ｂ株式会社は昭和 41 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所で



なくなっており、社会保険事務所に保管されているＢ株式会社の厚生年金保

険被保険者名簿を見ると、社会保険事務所において、41 年 12 月３日に申立

人に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失届を受け付けていることが確認で

きるとともに、健康保険証を返納したことを意味する証返納に丸印が記され

ている。 

このほか、申立人が申立期間においてＢ株式会社に勤務し、厚生年金保険

料が給与から控除されていたをうかがわせる同僚の供述、関連資料及び周辺

事情は無い。  

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



山口厚生年金 事案 532 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年 11月から 57年２月まで 

 私は、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間の加入記録が確認できないとの回答を受けた。 

申立期間当時、株式会社Ａに勤務しており、給与から税金、社会保険料

も控除されていた記憶がある。また、当時、同社の野球部に所属し、監督

の名前も覚えており、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間、勤務していたと主張している株式会社Ａでは、「申立

人に係る人事記録は見当たらず、申立期間に在籍していたかどうか不明であ

る。申立人については、厚生年金保険に加入していた期間（昭和 54 年４月

２日から 55 年１月 30 日）の資格取得及び資格喪失時の関係書類は保管して

いるが、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格取得届等の関係書類に

は、申立人の氏名は見当たらない。」としている。 

   また、申立人の雇用保険の加入記録を見ると、昭和 54 年４月から 55 年１

月における株式会社Ａの厚生年金保険の加入期間と一致している記録は確認

できるが、申立期間の加入記録は見当たらない。 

   さらに、申立期間に株式会社Ａの厚生年金保険の被保険者資格を取得した

複数の同僚は、「申立人の名前に記憶は無い。」と供述しており、申立人が

申立期間当時勤務していたことを裏付ける供述は得られなかった。 

   加えて、社会保険事務所が保管している株式会社Ａに係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票の昭和 56 年 10 月から 57 年３月までの被保険者資格取

得者を見ると、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も見



られない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


